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令和８年度地域交通を活用した周遊観光推進事業委託業務 

企画提案指示書 

 

１ 目的 

持続可能な周遊観光の実現を目指すために、後志・胆振地域の観光関係者との意見交換を通じ

て観光資源の磨き上げを図るとともに、公共交通機関を活用した観光モデルルートの造成およ

びガイドブックの作成を行う 

 

２ 実施方法 

公募型プロポーザル方式による随意契約 

 

３ 委託期間 

 委託契約日から令和９年（2027年）３月１０日（水）まで 

 

４ 委託業務の内容 

業務を実施する事業者（受託者）は次の（1）から（4）の事業を通じて、委託業務の目的に資

するものになるよう手法及び内容について十分検討の上、実施するものとする。 

（１）後志・胆振地域の市町村や観光協会職員等、観光関係者との意見交換によるモデルルートの

造成 

① 委託者と協力し、地域の観光関係者及び地域交通関係者等とワークショップを開催するなど

して、意見交換を行い、公共交通機関で周遊可能なモデルルートを造成する。 

  ア 意見交換会の会場を手配すること。 

  イ 意見交換会にファシリテーターを配置する等、有意義な意見交換の場とすること。 

  ウ 委託者と協議し参加者への呼びかけを行うこと。 

② ワークショップ等開催場所は、以下の通りとする。 

 【後志地域】北後志地域、岩宇・南後志地域の２カ所 

 【胆振地域】西胆振地域、東胆振地域の２カ所 

 【後志地域・胆振地域】羊蹄山麓地域・洞爺湖地域の 1カ所 

③ワークショップ等の開催結果についてまとめ、実績報告書として報告すること。 

（２）ガイドブックの作成 

  ①取材や関係者からの情報提供を受け、ガイドブックを作成すること。なお、ガイドブックには、

以下の項目を含むこととし、必要に応じて現地を取材・撮影すること。 

   ア 上記(1)で造成したモデルルート。 

   イ 後志・胆振地域の公共交通機関をわかりやすく記載したマップ 

   ウ 後志・胆振地域の公共交通機関に関する案内 

   エ その他、モデルルートや後志・胆振地域の交通機関の魅力を高める内容 
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  ②サイズ、部数 

   A5版カラー、32ページ以上、30,000部以上 

  ③ガイドブックを効果的に配布する方法を提案すること。 

（３） 成果品 

① モデルルートの造成 5本以上 

② ガイドブックの作成 30,000部以上 

③ 事業報告書の作成 

（４）成果品の提出 

以下の成果品を委託契約期間内に提出すること。 

４（３）で示した事業報告書（紙媒体（Ａ４版）：２部、電子媒体（DVD-R）：２部） 

なお、ガイドブックの納品については、提案された効果的な方法に応じて、協議して定める

ものとする。 

 

５ プロポーザル参加の資格要件 

次のいずれにも該当すること。 

（１）単体法人又は、複数法人による連合体（以下、「コンソーシアム」という。）とする。 

（２）単体法人及びコンソーシアムの構成者は、次の要件を全て満たしていること。 

ア 単体法人で参加する場合は、道内に本店又は主たる事務所あるいは支店等の拠点を有す

るものであること。ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人、暴力団又は僕

力団員の統制下にある法人を除く。 

また、コンソーシアムで参加する場合は、道内に本店又は主たる事務所を有するものをそ

の構成員に含むものであること。 

イ 地方自治法施行令第 167条の４第１項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被補助

人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は含まれない。）でないこと。 

ウ 地方自治法施行令第 167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている

者でないこと。 

エ 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

オ 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていない

こと。 

カ 暴力団関係事業者等でないこと。 

キ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

（ア） 道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

（イ） 本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

（ウ） 消費税及び地方消費税 

ク 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除

く。）。 
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（ア） 健康保険法（大正 11年法律第 70号）第 48条の規定による届出 

（イ） 厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第 27条の規定による届出 

（ウ） 雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第７条の規定による届出 

ケ コンソーシアムの構成員が単体法人としても重複参加する者でないこと。また、コンソーシア

ムの構成員が他のコンソーシアムの構成者として重複参加者でないこと。 

 

６ 審 査 

企画提案は、次の事項について審査し、総合的に判断する。 

（１）業務執行体制の適格性 

ア 執行体制 

業務を実施するに当たり、実施体制が確立されており、業務遂行に十分な知識・経験が

あるか。 

イ 積算の考え方 

事業実施に必要な費用・項目を適切に見込んだ積算であるか。 

ウ 事業実施スケジュール 

業務を実施するに当たり、全体のスケジュール設定が妥当であるか。 

（２）企画提案の適合性 

ア 全般 

業務目的を理解し、地域特性や課題を踏まえ、具体的かつ効果的な提案となっている

か。 

イ 観光関係者との意見交換の手法 

関係者と効果的な意見交換を行える手法となっているか。 

ウ モデルルートの造成 

  モデルルートが、関係者との意見交換を踏まえたルートとなるよう、具体的な反映プロセ

スが示されているか 

エ ガイドブックの作成 

ガイドブックの内容が、後志・胆振地域の交通機関の魅力を高める内容・構成の工夫がさ

れているか。 

オ その他の工夫 

    仕様書にない有効な追加の提案がされているか。 

 

７ 業務上の留意事項 

（１）受託者決定後、企画提案の内容を基本として、委託者と受託者が協議し委託業務の内容を決

定する。 

（２）業務履行に当たり疑義が生じた場合や、明示のない事項については、双方協議のうえ決定す

る。 
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（３）本事業で取り扱う個人情報は、個人情報保護法及び事業者が個人情報を取り扱う際に遵守す

べき指針等の個人情報保護制度に基づき、適正に取り扱うこと。 

 

８ 予算上限額（消費税を含む） 

5,000千円 

 

９ 参加表明書の提出 

公募型プロポーザルへの参加を希望するものは、参加表明書等及び添付資料を提出するこ

と。 

（１）提出書類：参加表明書（別添様式１）、参加表明事業者の概要（別添様式 2）、誓約書（別

記第 1号様式） 

添付書類：下記ア～オ（イ及びオは必要に応じて） 

ア 参加表明する者が法人の場合は商業登記事項証明書又は法人の登記事項証明書 

イ 参加表明をする者がコンソーシアムの場合は、全構成員分の上記アの書類及びコンソー

シアム協定書（別記第２号様式）の写し 

ウ 税の滞納がないことを証する都道府県税の納税証明書並びに消費税及び地方消費税の納

税証明書 

エ 健康保険、厚生年金、雇用保険について支払義務を履行していることを証する納付証明

書等（届出義務がない者については、社会保険等適用除外申出書（別記第３号様式）を提

出すること。） 

オ 代理申請する場合は委任状（別記第４号様式） 

（２）提出部数：参加表明書、添付資料とも 1部 

（３）提出期限：令和８年（2026年）６月２日（火）午後５時００分(必着)   

（４）提出場所：｢15 問い合わせ｣先まで 

（５）提出方法：持参又は郵送（配達証明、簡易書留、書留のいずれか）による 

※持参の場合の受付時間は、9時から午後５時まで。（日曜日、土曜日並びに国

民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日を除く。） 

（６）留意事項：別添様式１～２及び別記第１・３・４号様式の用紙は日本工業規格Ａ４縦長と

する。別記第２号様式（コンソーシアム協定書）については、Ａ３判用紙 2

つ折りでの作成を可とする。 

 

10 企画提案書の提出 

参加表明書の提出後、道から企画提案書の提出の要請を受けた者は、次のとおり必要書類を

提出すること。 

（１）提出書類：企画提案書（別添様式３）、付属書類（Ａ４サイズの任意様式） 

（２）提出部数：企画提案書、付属書類とも６部 
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※1部は提案者名を記載したもの。残り５部は提案者名を記載しないもの。 

 文中にも記載しないように注意すること。 

（３）提出期限：令和８年（2026年）６月１６日（火）午後５時００分（必着） 

（４）提出場所：「15 問い合わせ」先まで 

（５）提出方法：持参又は郵送（配達証明、簡易書留、書留のいずれか）による 

※持参の場合の受付時間は、9時から午後５時まで。（日曜日、土曜日並びに国

民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日を除く。） 

 

11 企画提案書の作成方法 

（１）企画提案書（別添様式３）の記載内容に基づき作成すること。 

（２）用紙の大きさは日本工業規格Ａ４判とすること。 

（３）文章を補完するためにイラストや図表などの使用は可能だが、社名やロゴマーク等、提案

者が特定できる図柄は一切使用しないこと。 

（４）企画提案書は、専門的知識を有しない者でも理解できるよう、わかりやすい表現とするこ

と。 

（５）企画提案の内容については、他からの転載を禁止する。 

（６）提出された企画提案書の全部又は一部について、変更、追加及び削除はできない。 

 

12 プレゼンテーションの実施 

（１）企画提案書の内容について、プレゼンテーションを行う。日時、場所は別途通知する。 

（２）プレゼンテーションでは、企画提案書に記載された内容についてのみとし、当該提案書に

記載されていない事項の説明や追加資料の配付は認めない。 

（３）企画提案書を提出した事業者が３者を超える場合には、審査基準による審査により、企画

提案書の第一次審査を実施し、上位３者をプレゼンテーションへの参加事業者とする。 

 

13 再委託の禁止 

（１）次のような場合は、再委託を認めないものとする。 

ア 委託業務をそのまま全部再委託する場合 

イ 委託業務の主要な部分を再委託する場合 

ウ 本来、独立した業務として委託できるものを数件まとめて委託した場合において、その

うち１件以上の委託を全部再委託する場合 

（２）委託業務の適正な履行を確保するため、再委託が必要であると認められるものであって、

次の要件を満たし、再委託をしようとする場合は、再委託させようとする第三者の商号又は

名称及び住所、再委託する業務の範囲、再委託する理由及び必要性等を記載した書面を提出

すること。なお、変更がある場合には、遅滞なく、変更の届出を提出すること。 

ア 再委託させようとする第三者に受託者の総合的な管理・指導が及ぶとともに、技術的、
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経済的能力から判断して、再委託させても契約の履行を確保するのに支障を来さないとき 

イ 再委託することに合理的な理由があるとき 

ウ 再委託することにより、当該受託者を選定した理由に矛盾を生じるものでないとき 

 

14 その他 

（１） 公募型プロポーザル方式に係る説明会は実施しない。質問等がある場合は、個別に説明す

るので、担当課に問い合わせること。 

（２） 参加表明書及び企画提案書の作成及び提出に係る費用は、提出事業者の負担とする。 

（３） 企画提案の採否については、文書で通知する。 

（４） 参加表明書の提出後に企画提案書を期日までに提出しない場合は、参加表明の撤回があっ

たものと見なす。また、プレゼンテーションに参加しない場合も、同様に企画提案の意思が

ないものと見なす。 

（５） 提出された参加表明書又は企画提案書等の提出書類は、返却しない。委託事業者の選定の

ためのみに使用し、機密保持には十分配慮する。ただし、北海道情報公開条例による公文書

開示請求がなされた場合は、不開示情報（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を

除いて、情報公開の対象となる。 

（６） 委託契約の締結後、受託者から、提出のあった企画提案書及び補足資料並びに約書類に記

載された事業概要（図・写真を含む）、委託先・コンソーシアム構成員の名称、契約金額

（支出内訳を含む）については、公表・活用する場合があるので、当該部分の公表・活用に

ついてはあらかじめ受託者の了解を得たものとして扱う。 

（７） 提出された書類は、道において必要な場合、複製を作成することがある。 

（８） 提出期限以降における参加表明書又は企画提案書の差替え又は再提出は認めない。 

 

15 問い合わせ 

北海道後志総合振興局産業振興部商工労働観光課観光振興係  

〒044-8558 虻田郡倶知安町北１条東２丁目 

TEL : 0136-23-1365（直通） 

FAX : 0136-23-0901 

Mail : sakaguchi.hiroaki@pref.hokkaido.lg.jp, 

yanaga.sachiko@pref.hokkaido.lg.jp 

※メールの場合は、両者に送ること。 
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